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矢板基礎増設工法に関する基本原理の解明を目的とし，解明結果を基にした最適設計手法を提案する 10)～18)．  
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策は，主に橋脚を対象として進められてきた．表2-119) に，国土交通省により発表された 2004 年度終了時の
道路，新幹線の橋梁の耐震補強の進捗状況を示す．これより，新幹線の高架橋柱，もしくは高速道路をまた
ぐ跨道橋の約 70 %は耐震補強が完了し，国道における跨線橋の実施率は約 90 %と順調に対策が進んでいる．
一方，緊急輸送道路に指定された国道における河川橋の実施率は，約 30 %と十分とはいえない状況であった．
これを受け，国と都道府県が連携して進める緊急輸送道路の機能確保のためのプログラム「緊急輸送道路の










(1)  基礎の補強が必要な事例 































































































(2)  基礎の安定性照査項目 


























































 また，レベル 2 地震時に対するケーソン基礎の安定性照査項目は，基礎に生じる断面力，地盤反力度およ









  前面地盤の塑性領域率が 60 %に達する． 
 ③基礎底面の浮上り 
  基礎底面の浮上り面積率が 60 %に達する． 
c) 杭基礎 
 レベル 1 地震時の照査項目は，各杭頭部の軸方向反力が許容支持力以下であること，杭基礎の変位が許容
変位以下であること，杭基礎各部材に生じる応力度が許容応力度以下であることである． 









  一列の杭頭反力が押込み支持力の上限値に達する． 
d) 鋼管矢板基礎 
 鋼管矢板基礎におけるレベル 1 地震時の照査項目は，鋼管矢板基礎底面における鋼管矢板の鉛直反力が鋼
管矢板の許容支持力以下であること，鋼管矢板基礎の変位が許容変位以下であること，鋼管矢板基礎の各部
材に生じる応力度が許容応力度以下であることである． 





  外壁鋼管矢板の押込み側の 1/4 範囲の鋼管矢板の縁応力度が降伏点に達する． 
 ②基礎底面の極限支持力 
  1/4 以上の鋼管矢板の先端において，鉛直反力が鋼管矢板先端の極限押込み支持力に達する．もしくは，
鋼管矢板の先端において，鉛直反力が鋼管矢板先端の極限押込み支持力に達したものと浮上りが生じたも
のとの合計が，全鋼管矢板の 60 %に達する． 


























































 地中連続壁基礎では，レベル 1 地震時の照査項目は地中連続壁基礎底面における鉛直地盤反力度が許容鉛
直支持力度以下であること，基礎底面のせん断地盤反力が許容せん断抵抗以下であること，変位が許容変位
以下であること，各部材に生じる応力度が許容応力度以下であることが求められる． 


















ある．後者では，基礎周辺地盤を固化する固化工法 21), 22) や矢板と固化工法を併用した工法 23) などが代表的
なものとして挙げられる．基礎の耐力を向上させる方法は最も効果的で，経済的な手法とされており，現在
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要性に関して，リスクを考慮した 2 次元有効応力解析に基づく LCC の観点からの評価が試みられた．検討ケ
ースとしては，補強なし，地盤改良工法（具体的には，SCP 工法），増杭工法，鋼矢板囲込み工法の 4 つのパ





























鋼管矢板基礎増設工法の設計上の課題，すなわち通常設計との違いを整理すると，次の 3 点になる． 
①荷重分担（鉛直，水平，モーメント）の考え方（図2-2参照） 




















































812.8 × t 10 × 













8000 × 5000 × L









































5500 × 5500 × L 24000
震災により損傷した橋脚
の補強に伴う基礎補強





















H8.11 直接基礎 河床の洗掘  800 × t 12 ×L 8500
小判形
22078 × 11600





































13000 × 3000 × L


















17935 × 15050 × L27000
橋脚の耐震補強に伴う
基礎補強
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が自由に生じる重ね梁に比べると，図 2-6(c)の様にずれの生じない剛合成の方が，断面 2次モーメントが 4
倍大きくなる．図2-6(b)に示すような 2本の梁にずれとせん断抵抗のどちらもが存在する弾性合成では，断
面 2次モーメントは重ね梁と剛合成の中間の大きさになる．そこで，合成効率µという係数を導入し，弾性合
 - 21 -
成の状態，すなわち継手部分がせん断的なずれを生じる鋼管矢板基礎を表現している．つまり，重ね梁をµ  = 
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験の場合200 G，振動実験の場合50 G，最大積載重量は200 G下で120 kgである．なお，表3-2に示す実験容量と
は最大遠心加速度と最大積載重量をかけあわせたもので，遠心載荷装置の性能を示す指標の一つである．静的実験
用に多点計測を可能にする 30 チャンネルの㈱東京測器研究所製のスイッチボックスが，動的実験用に同じく㈱東









































どの制御信号用が 20極，データ取得用が 40極，電力供給用が 5極である．ロータリージョイントは 3系統あり，
油圧，空気圧，水圧などの実験に必要な流体を実験中に外部より回転アームに供給できる． 
 

















































































































一方，継手のサイズは，【継手管（φ 165.2 × t 11.0 mm）にモルタルが充填されたときの断面剛性／鋼管（φ 1000.0 × 
t 12.0 mm）の断面剛性】＞【模型継手の断面剛性／模型鋼管の断面剛性】＞【継手管（φ 165.2 × t 11.0 mm）にモル
タルが充填される前の断面剛性／鋼管（φ 1000.0 × t 12.0 mm）の断面剛性】の関係となるように設定した（表3-3

































曲げ剛性 EI = EsIs + EcIc

























曲げ剛性 EI = EsIs + EcIc







200 kN / mm2



















































剛性Gmは8.0×103 kN / m2，せん断耐力qmは1.5 kN / mとなった．これは，実大継手のせん断剛性Gpの1.2×106 kN 




















 ( )2iipif yAIEEI Σ+Σ⋅= µ ......................................................................................................................... (3-1) 
 ここで，E ：鋼管矢板の弾性係数 [kN / m2] 
     If ：鋼管矢板基礎の断面二次モーメント [m4] 
     Ipi ：鋼管 iの断面二次モーメント [m4] 
     µ ：継手の合成効率 
     Ai ：鋼管 iの断面積 [m2] 
yi ：鋼管 iの中心と鋼管矢板基礎の中心軸との距離 [m] 
 
本模型鋼管矢板基礎の継手の合成効率は，文献 39)に示す簡易計算の結果である0.16を準用した．実際の鋼管矢板































































Gm : 8.0×103 kN / m2
qm : 1.5 kN / m


























































 811.4  kg / m3
支持層B
4.94  MPa



















 (2) 支持層地盤 
 支持層地盤には，支持層の剛性の差異による影響を検証するために，鋼鉄製模型支持層（支持層A，弾性係数2.0






























































































PEh ′=  ................................................................................................................................................. (3-2) 
ここで，Ehδ ：載荷点（地表面より8.0 m）の水平変位δ における水平支持力増加倍率 
 - 39 -
P’δ ：載荷点（地表面より8.0 m）の水平変位δ における補強基礎（Case-2）の水平支持力 [MN] 







PE δδδ ........................................................................................................................... (3-3) 
ここで，Ehδ ：水平荷重Pにおける載荷点（地表面より8.0 m）での水平変位抑制効果 
P’δ ：水平荷重Pにおける補強基礎（Case-2）の載荷点（地表面より8.0 m）における水平変位 [m] 








AEa .......................................................................................................................... (3-4) 
ここで，Eap ：水平荷重Pにおける基礎天端の回転角抑制効果 
A’p ：水平荷重Pにおける補強基礎（Case-2）天端の回転角 [rad] 








MEm ...................................................................................................................... (3-5) 
ここで，Eap ：水平荷重Pにおけるケーソン躯体（G.L. -2.25 m）の曲げモーメント抑制効果 
A’p ：水平荷重Pにおける補強基礎（Case-2）のケーソン躯体（G.L. -2.25 m）の曲げモーメント [kN-m] 







 ......................................................................................................................................... (3-6) 
ここで，Rls ：鋼管矢板基礎の水平荷重分担率 
Ps ：ケーソン基礎から鋼管矢板基礎へ伝達される荷重（図3-9に示すロードセルより計測）[MN] 
Pt ：補強基礎に与えられる全水平荷重 [MN] 
 
3.4.1 ケーソン基礎の力学特性 





れ，3.2 MN載荷時（5.0 %Dc変位）には0.02 radを越える回転角が生じている．一方，Case-1M，Case-1Lの荷重～
回転角の関係では，3.0 MN載荷以降に勾配の増加がみられるものの，Case-1Lのような急激な増加はみられない． 
 図3-12でケーソン躯体に分布する曲げモーメントを1.0 MN，2.0 MN，ならびに3.0 MN載荷時で比較した．図
3-12から，各ケーソンともに杭基礎のような曲げ変形を生じるのではないことがわかる．  
以上より，本実験で使用した模型ケーソン基礎は，ケーソン基礎自体の剛性が高いため，ケーソンの変形よりケ
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位関係を示す．図 3-14 にそれぞれの結合構造ごとの水平支持力増加倍率 Ehδ と水平変位δ / Dc の関係を示す．
Case-3ALでは載荷初期からかなりの補強効果を発揮し，Case-1Lが図3-11(b)の荷重～回転角関係においてその勾
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Bending moment [×104 kN-m]
頂版





















Bending moment [×104 kN-m]
頂版





















Bending moment [×104 kN-m]
 
比 3.3に対し，MおよびSの剛性比は 0.8および 0.5と，MとSとの差が僅かであったことが大きな要因と考えら
れる． 
 図3-24に式(3-6)で定義した鋼管矢板基礎の水平荷重分担率Rls と水平変位δ / Dc の関係を示す．この図より，L
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実験よりもやや小型となる縦幅150.0 mm，横幅450.0 mm，深さ300.0 mmの剛体土槽である．そのため，静的実験
よりもさらに厳しい制約条件で実験模型を作製せざるを得ない．以下に，実験模型の詳細と模型作製において留意
した点を示す． 
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(c) G.L. -6.0 m

















GA1 : G.L. 0.0 m 
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地表面での最大加速度は4.23 m/s2（時刻18.75 sec），ケーソン天端における最大加速度は6.18 m/s2（時刻2.85 sec）




































































平変位は1.94 %Dc（時刻3.05 sec），最大回転角は0.007 rad（時刻2.24 sec）となる．  
図 3-43(a)の基礎天端慣性力～変位関係から，楕円に近い履歴ループを描いていることがわかる．また，振動開
始直後の荷重～変位関係と，3.5に示したケーソン基礎（Case-1S）に対する静的水平載荷実験の結果とを図3-43(b)







3-46に示す．なお，G.L. -1.0 mでのデータは欠損したため記していない．これらの図より，ケーソン躯体の曲げモ 
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半固定構造において高い抑制効果を示し， Case-6ALで85 %，Case-6BLで86 %，Case-6ASで81 %，Case-6BSで 










































































































































































より，剛結および半固定構造の残留変位はケーソン基礎の残留変位の1 / 10以下とかなり抑制されている．一方で， 




























































































































剛性比 2.0 0.7 2.0 0.7 2.0 0.7















6.1 m/s2 6.6 m/s2 6.4 m/s2




























































































































































































































































































































 図 3-54 に示したケーソン躯体に発生する曲げモーメントの時刻歴から，鋼管矢板基礎を増設することで曲げモ
ーメントの時刻歴でも位相差が生じていることが確認でき，その振幅も抑制されている傾向がわかる．図 3-55 に
示す最大曲げモーメント深度分布から，いずれの実験ケースにおいても曲げモーメントの抑制効果が明確に確認で 
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Bending moment [×104 kN-m]

















Bending moment [×104 kN-m]























 図 3-56 にケーソン躯体に正の最大曲げモーメントが発生した時の鋼管矢板基礎におけるひずみの深度分布を示
す．ただし，ケーソン基礎に生じる曲げモーメントが正となる変位方向に対し，前方に位置する鋼管矢板を前方鋼
管矢板，その逆を後方鋼管矢板と呼ぶことにする． 
剛結の前方鋼管矢板では，剛性比によらず頂版直下のG.L. = -1.0 m，G.L. = -2.25 mが正の値となっている．これ
は，基礎天端の変位により前方鋼管矢板の前方に位置する地盤の反力が大きく作用しているためと考えられる．ま
た，後方鋼管矢板と前方鋼管矢板の対称なひずみ分布形状は，剛結では鋼管矢板とケーソンが一体となって挙動し 
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(c) Case-6AS (d) Case-6BS (e) Case-6CS



















頂版なしでは，頂版を設けず地盤を介して水平力を伝達する機構であるため，自由端に近いG.L. = -1.0 mとG.L. = 
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4.2 三次元弾塑性有限要素解析（DGPILE-3D）の概要 40)～42) 
  























模型鋼管矢板の諸元は表 3-6(a), (b)に示すとおりである．本解析では模型鋼管矢板を図 4-1 に
示すようにモデル化する．つまり，鋼管矢板本管は梁要素で，継手部は梁要素を構成する各節点に






























せん断耐力：qu = 1.5 [ kN/m ]
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(2) 模型地盤 
a) 表層地盤 








①のα は，図 4-5に示す応力比～塑性ひずみ増分比関係における勾配である．②の Rf, Df は，排水
三軸圧縮試験結果を図 4-6に示すように，主応力比～最大主ひずみε1 ～体積ひずみ εvの関係で整理
し，破壊（ピーク強度）時の実測値からそれぞれ求めることができる．③の Ct, Ce, mは，等方圧縮
載荷，除荷試験結果を図 4-7に示すように，体積ひずみ εv ～ 平均主応力 pの関係において整理す
ることにより決定できる．このように，tij-sand modelの地盤定数は，すべて一連の等方圧密載荷，
除荷，再載荷した後の排水三軸圧縮試験によって求めることができる．本解析では，emax = 0.892, emin 

































































































































 上部工の重心位置に 20 ステップで鉛直下方に上部工死荷重 25.0 MN を載荷させ，その後，基礎
天端より 8.0 m 上方の点に 200 ステップで 8.0 MN水平載荷させる． 
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4.3.4 鋼管矢板基礎増設工法の補強効果発現メカニズムの検証 
以下に示す解析結果では実験結果における整理方法と同様に，水平変位δ をケーソン基礎の基礎




ケーソンの外径 Dc の 1.0 % の変位までの初期剛性を精度良く表現することに着目した． 1.0 %Dc
変位以降の荷重～変位関係では，解析結果が実験結果をやや過大評価しており，荷重～回転角関係
では解析結果と実験結果がほぼ一致する結果となった．この解析結果により決定した土質パラメー
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なった．Case-3BL では，Case-3AL の場合と同様に水平変位に無関係に 1.2～1.3 で一定になり，実
験結果における収束値とほぼ一致する結果となった．Case-3CLでは，2.5 %Dc変位までは解析結果
が実験結果よりも補強効果を過大に評価している．一方，実験結果において補強効果を発揮する
2.5 %Dc以降では，解析結果と実験結果が良く一致する．  



























































































図 4-14より，Case-3ASでは 3.0 MNの水平荷重を，Case-3BSでは 2.5 MNの水平荷重を載荷する
までの鋼管矢板基礎の水平荷重分担率は 20 % とそれほど大きくない．しかし，2.5 MN載荷以降の
鋼管矢板基礎の水平荷重分担率は徐々に増加し，Case-3ASで 8.0 MN載荷時における基礎の水平荷
重分担率は 80 % に，Case-3BSで 6.0 MN載荷時における基礎の水平荷重分担率は 45 %に達する．
一方，Case-3CSにおける鋼管矢板基礎の水平荷重分担率は 5.0 %Dc変位までゼロであったため図示
していない．また，図 4-15から，鋼管矢板基礎の水平荷重分担率が上昇を開始するときの水平変位
は Case-3AS, 3BSともに 0.3 %Dcであり，水平変位の増加とともに鋼管矢板基礎への荷重分担が増
加する傾向がある． 
Case-3BSについて実験結果と比較すると，解析結果は実験結果を下回る結果となった．この理由





















Pile-1, 3, 8, 10を対象にする． 




Pile-3, 8と Pile-1, 10の曲げモーメント分布形状はほぼ等しい．しかし，Case-3CSの Pile-10に発生
する曲げモーメントは，Case-2, Case-3AS の結果と大きく異なり，分布形状が左右反対になる．こ
れは，実験結果においても確認した傾向であり，頂版の結合構造により鋼管矢板基礎の変形挙動に
影響を与えることを数値解析においても表現できた．また，Case-3BS の Pile-10 に発生する曲げモ
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--- : Case-2,    ■ : Case-3AS,    ◆ : Case-3BS,    ▲ : Case-3CS






  kN-m-600 0 600 -600 0 600 -600 0 600 -600 0 600
 






--- : Case-2,    ■ : Case-3AS,    ◆ : Case-3BS,    ▲ : Case-3CS      + : compression  - : tenssion
Pile-1 Pile-3 Pile-8 Pile-10
kN-5000 0 5000-5000 0 5000-5000 0 5000-5000 0 5000
 
図 4-18 鋼管矢板の軸力深度分布（6.0 MN載荷） 
 
次に，それぞれの鋼管に発生する軸力分布を鉛直載荷終了後，水平荷重 4.0 MN 載荷時で比較し
て図 4-18に示す．Case-3CSでは，全ての載荷状態で Pile-1, 3, 8, 10に軸力がまったく発生しない．
それに対し，Case-3ASでは鉛直載荷時から軸力が発生し，水平力の増加とともにケーソン前方に位













--- : Case-2,    ■ : Case-3AS,    ◆ : Case-3BS,    ▲ : Case-3CS 
Pile-1 Pile-3 Pile-8 Pile-10
kN
Footing
0.00 0.03 0.06 0.00 0.03 0.060.00 0.03 0.06
 







は前方鋼管矢板（Pile-8, 10）で，後方鋼管矢板（Pile-1, 3）よりも大きな変位を示す．さらに，Case-3BS, 






状態の要素の応力経路を把握するために，正八面体応力を用いた．法線方向 nと主軸 1, 2, 3となす
角が全て等しい面に垂直な応力成分をσoct，平行な応力成分をτoct として表す．各ケースの図 4-20
に示す位置（頂版直下，Pile-10において最も曲げモーメント分布状態が異なる地点）の地盤要素の
応力経路を図 4-21, 22に示す．それぞれの要素を要素 A ～ F，A’ ～ F’とした．A ～ C，A’ ～ C’
は引張状態，D ～ F，D’ ～ F’は圧縮状態にある．引張側の地盤要素で顕著な差異が見られるのは
要素 C, C’である．特に，Case-1の応力経路とその他の応力経路は大きく異なり，Case-1ではσoct, τoct
ともに急激に減少する． 
一方，ケーソン基礎 Case-2Sと頂版を設けない補強基礎 Case-3CSの圧縮側の地盤要素の応力経路
を比較すると，双方水平力の増加とともにσoct, τoctが増加する．基礎内の地盤である要素 D, Eの応
力経路は，σoctが 200.0 kN / m2に達するまで等しく，その後 Case-3CSのσoct, τoctがともに Case-2S
と比較して大きくなる．また，要素 D’, E’でも同様な傾向が見られるが要素 D, E程ではない．それ
















ことがわかる．また，Case-1, Case-3AS, Case-3BSの地盤内応力の変化は Case-2S, Case-3CSと比べる
と変化が小さい． 
図 4-23, 24 に y = 0平面におけるσx, σzの分布状態を示す．なお，これらの図では，変位量を 20








































































































































(a-1) 要素A (b-1) 要素B (c-1) 要素C
































































































































(a-1) 要素D (b-1) 要素E (c-1) 要素F




























図4-23 x 分布（y = 0 平面，変位量を 20 倍で表示）
(c) Case-3AS (d) Case-3BS (e) Case-3CS
(a) Case-1S (b) Case-2
400.0 [kN/m2]300.0200.0100.00.0
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図4-24 z 分布（y = 0 平面，変位量を 20 倍で表示）
(c) Case-3AS (d) Case-3BS (e) Case-3CS
(a) Case-1S (b) Case-2
400.0 [kN/m2]300.0200.0100.00.0
 
た長径 10.5 m，短径 5.5 m，深さ 15 mの小判形の渡河道路橋ケーソン基礎である．基礎周辺の洗掘
によるケーソン基礎の水平耐力不足が懸念されたために，道示 6)に基づく耐震照査を実施した結果，

































ング率を 3.7×107 kPaに設定した（表 5-2(a)参照）． 
一方，補強部材となる鋼管矢板基礎は，4.3.1で示したモデル化と同様に，図 4-1に示すようにバ 




板基礎も矩形でモデル化したケーソンとの離隔を 1.5 m に保つようにモデル化するため，図
4-26 のように鋼管位置を決定した．そのため，鋼管位置の違いによる鋼管矢板基礎全体の剛性
の変化が生じないように，実際の曲げ剛性と等価となる鋼管矢板本管のヤング率を設定した．
また，道示により全塑性モーメントについても算出した（表 4-2(b)参照）．  











の減少という課題は残されている．橋脚は弾性ビーム要素として表現する．   
(2) 頂版のモデル化  
鋼管矢板基礎増設工法では，ケーソン基礎と鋼管矢板基礎の頂版結合構造に剛結合を採用す




 図 4-27 に頂版の結合構造のモデル化の概念図を示す．剛結合（Type-A）では，全深度方向
に梁要素でモデル化された鋼管矢板と立体有限要素でモデル化した頂版は節点を共有した形で
モデル化している．一方，半固定構造（Type-B）では剛結合モデルを基本としているものの，
頂版直下に位置する梁要素 XY を各方向（x, y 方向）に抵抗する弾性ばね要素に置換すること
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(3) 周辺地盤のモデル化  
本解析が対象とする事例の地盤構成は全て砂質土であり，三軸試験のデータが揃っていない
ため，第 4 章の遠心模型実験のシミュレーションで使用した砂地盤の弾塑性モデル tij-sand 
model で必要となる地盤材料パラメータを適切に決定することは困難であった．そのため，地
盤の構成則には，N 値より容易に土質パラメータを決定できる Drucker-Prager モデル（以後，
DP と略記）を用いた．Drucker-Prager 式を以下に示す．  
 ( ) κασ −−= 12 IJF ...................................................................................(4-1) 
ここで，J2 ：偏差応力の第 2 不変量  
     I1 ：応力の第 1 不変量  
 
α，κ は降伏曲面の大きさを表すパラメータであり，三軸伸張試験より決定されたモール・クー














なお，主応力空間における降伏関数 ( ) 0=σF は，図 4-28 に示すような静水圧軸を中心に持
つ円錐となる．弾性領域となる ( ) 0<σF では，式 (4-1)に示した弾性構成式 εσ ⋅= E に従う．
( ) 0=σF に至ると，地盤はせん断応力により降伏し，塑性的な挙動を呈する．ここで，関連流
れ則を仮定すると，塑性ひずみ増分の方向は降伏関数が直交し，次式のように表現される．  
 σε ∂
∂⋅= Fhd p .................................................................................................(4-4) 
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2J












ここで，β ：ダイレイタンシーパラメータ  







さな値に再設定し，さらに塑性ひずみは流れ則に従うとした修正型 Drucker-Prager モデル 41) 
（以後，MDP と略記）を用いることとした．本解析で用いた土質パラメータを表 4-3 に示す．
なお，内部摩擦角φ，弾性係数 E の算出には道路橋示方書 6)の以下の式を用いる．  
 NE 2800=   [kN / m2]..................................................................................(4-6) 
 N1515 +=φ ..............................................................................................(4-7) 
(4) 解析条件  
解析領域は，構造物と載荷荷重の対称性を考慮し，図 4-30 に示す半断面領域とした．節点数
は 11618，要素数は 10080 である．境界条件は，底面の節点は全方向固定，側面はローラー支
持とする．   
表 4-4 に解析ケースを示す．Case-1 および Case-2 は，補強前の既設ケーソン基礎および補強
部材の鋼管矢板基礎単体の水平支持力特性を把握すること，ならびにそれぞれのモデル化の妥  






















中の 3A10 とは剛結合構造（Type-A）の補強基礎で，鋼管矢板の長さが 10 m のもの（支持層ま




めである．各ケースとも鉛直荷重を 20 step で，水平荷重およびモーメントを 200 step で載荷し
た．なお，図 4-31(c)では剛結合（Type-A）および半固定構造（Type-B）の場合を示している．  
 
4.4.4 モデル化の妥当性に関する検証 
(1) ケーソン基礎（Case-1）  
上述のモデル化による解析結果の妥当性を検証するために，補強前のケーソン基礎の荷重～
変位関係ならびに荷重～回転角関係を設計値と比較した．ここに示す設計値とは，設計地盤面





せる．水平荷重，モーメントは設計水平地盤面（図 4-31 の B 点に対応）に作用させる．こう
して得られた結果を図 4-32 に示す．ここに示す変位とは図 4-31 中の B 点（載荷点）における
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ここで，A ：基礎の回転角  [rad] 
δa，δb ：A 点および B 点の水平変位  [m] 
l ：AB の長さ  [m] 
  
これらの図から，DP モデルを用いた場合の解析結果は，初期接線勾配において設計値と一

































































































Displacement at the top of the foundation [m]
これらの現象は，図 4-33 に示す地盤要素の応力経路からも確認できる．つまり，Element 1 や
Element 3 において，DP モデルでは破壊基準到達後に応力の増加，または減少が見られるのに













4.4.5 頂版結合構造による補強効果発現メカニズムの違い  
(1) 補強効果（水平支持力増加と回転角抑制効果）  
図 4-35～38 に鋼管矢板長 15 m の場合の補強基礎（Case-3A15，3B15，3C15）の荷重～変位  
















































































































































Case-1 のケーソン基礎の設計水平震度に相当する荷重 9.5 MN を載荷した場合の水平変位抑制
効果および回転角抑制効果を比較すると，Case-3A15 および Case-3B15 のそれぞれの抑制効果  













































































































は 80～90 %と載荷初期の段階と同様にかなり高い値を示しているが，Case-3C15 の頂版なしで












②Case-3A15 では Case-2 と比較して，鋼管に作用する軸力が小さい．  
③Case-3B15，Case-3C15 では各鋼管に軸力の発生が見られない．  
図 4-40 に示す曲げモーメント分布からは，次の特徴が挙げられる．  
①全ケース，全ての鋼管矢板において降伏モーメント（960 kN-m）を超えることはない．  
②Case-3B15 が最も大きな曲げモーメント値を示し，Case-2，Case-3A15 の順に小さくなる．  




-1000 0 1000-1000 0 1000-1000 0 1000-1000 0 1000
図 4-39 鋼管矢板の軸力分布（設計水平震度に相当荷重を載荷）  
-300 0 300 -300 0 300 -300 0 300 -300 0 300
 





板と同じであるが，Pile-19 のみ大きく異なる分布形状を示す．  
⑤Case-3B15 では，鋼管矢板の位置によらず曲げモーメント分布が等しく，鋼管矢板基礎が
一体となって挙動している．  
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 Case-2 では，5 MN 載荷時までは，約 40 %の分担率を示し，その後分担率はなだらかに増加
し，10 MN 載荷時にはほぼ 50 %に達する．残りの水平荷重は，頂版端部よりも上方に位置する
地盤の抵抗により分担されていると考えられる．また，鋼管矢板の水平荷重分担率に変化が見
られる 5 MN あるいは 10 MN は，荷重～変位関係で勾配が急増する点とほぼ一致している．す
なわち，地盤要素の破壊により，頂版端部よりも上方に位置する地盤による抵抗が鋼管矢板へ
の負担へと変化したものと考えられる．  
 Case-3A15，Case-3B15 では，Case-2 と比べて鋼管矢板の分担率は小さいものの，載荷荷重が
増加するにつれて分担率が増加する傾向は見られる．Case-3A15 での分担率は約 20 %～30 %と
推移し，Case-3B15 では約 40 %～48 %と推移する．   
 また，各鋼管矢板の位置による分担率の差異を検討した図を図 4-42 に示す．この図より，い
ずれの場合もケーソンに対し前方に位置する鋼管矢板の負担が大きいことは確かであるが，特
に Case-3B15 においてその特徴が顕著に見られる．   




(4) 継手のせん断力  
図 4-44 に継手のせん断力分布を示す．図中に継手の降伏耐力（200 kN/m）をあわせて表記
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図 4-43 鋼管矢板のせん断力分布（設計水平震度に相当荷重を載荷）  
 
設計水平震度において降伏している．しかし，Case-3B15 と Case-3C15 では降伏している継手
はない．また，Case-2 と Case-3A15 の継手の降伏は，地表面に近い位置から地中部へと伝達さ
れ，Case-3A15 では Case-2 よりも継手の降伏が遅れる．  
(5) 鋼管矢板基礎と頂版ならびに地盤の変形  
 図 4-45 に設計水平震度での AA 断面における鋼管矢板と頂版の変位分布，図 4-46 に基礎と




また，図 4-46 より頂版を設置した Case-3A15 や Case-3B15 と，頂版を設置しない Case-3C15
で鋼管矢板基礎内部の地盤の変形が大きく異なり，頂版を設けることで鋼管矢板へ直接的に力
が伝達されていることが把握できる．  
(6) 補強効果発現メカニズムに関する考察  
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(a) 設計水平震度の 1/2 に相当する荷重を載荷時   
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 (b) 設計水平震度に相当する荷重を載荷時  
























       
(a) Case-3A15       (b) Case-3B15       (c) Case-3C15 













 図 4-47 に鋼管矢板長と水平支持力増加の関係を示す．なお，図中の水平支持力増加は，最大
荷重載荷時の補強効果を用いている．この図より，鋼管矢板長が短くなることで補強効果が小




























が生じる．これは，Type-A での水平支持力増加の一因として考えられる鋼管矢板の摩擦抵抗は  
鋼管矢板長に大きく影響され，長ければ長いほどその抵抗は大きくなると考えられる．ゆえに，
































れしなければ必要とされる補強効果を得られない場合がある．   
 
以上の結果から，対象とした補強検討事例において経済性，安全性の面で最適な補強構造は，
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 常時，暴風時およびレベル 1 地震時の既設ケーソン基礎の耐震性の照査は，原則として，道路橋示方書Ⅳ
下部構造編によるものとし，安定性を満足するかを判定する．詳細は，2.2.2 (1) b)で示している． 
(2) レベル2地震時 
 レベル 2 地震時に対する既設ケーソン基礎の耐震性の照査は，原則として，道路橋示方書Ⅳ下部構造編，
Ⅴ耐震設計編によるものとし，安定性を満足するかを判定する．詳細は，同じく 2.2.2 (1) b)に既出である． 
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材照査となる． 
a) 耐力照査（図5-4参照） 
 鋼管矢板基礎増設構造の降伏震度 khyFを求め，基礎設計に用いる設計水平震度 khpと比較し，khpが khyFを超
えないことを照査する．鋼管矢板基礎増設構造の降伏震度の求め方は，上部工の慣性力作用位置における水
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